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2019（平成31）年度の
主要施策と予算

特 集

▼ 2019（平成 31）年度は、留萌市総合戦
略の最終年度であり、地方創生の新たなス
テージに向けた重要な一年です。市では、「心
豊かで安心なまちづくり」を進めるため、市

　市では、心豊かなまち「るもい」の実現に向け、皆さんの期待と
信頼に応えることができる市政運営に取り組んでいます。

2019（平成 31）年度の主要施策

第６次留萌市総合計画   2017（平成 29）～ 2026 年度

６つの基本政策

環境・
都市基盤

産業・
港・雇用

教育・子育て 健康・福祉

防災・防犯 観光・交流

市・政策調整課　　４２‐１８０９ ／ 　　 市・財務課　　４２- １８１３問 問

産業・港・雇用基 本 政 策

「地域産業の活性化と起業の促進、働きやすい環境づくり」目 指 す 姿

観光・交流基 本 政 策

「魅力あふれる留萌ブランドの発信とおもてなしの向上」目 指 す 姿

■ 2019（平成 31）年度の主要施策（※主な事業を抜粋）

▼第６次留萌市総合計画の「６つの基本政策」「市民に信頼される行政運営（その他の事務）」
に基づいた主要施策は、次のとおりです。

　地元若者人材育成事業 582.2 万円
　地域外からのアドバイザーを招き、地元民間支援組織な
どが高校生をサポートし、商品開発を通じて地域ビジネス
を学ぶ機会を提供します。

　漁業振興対策事業補助金 575.5 万円
　留萌の新鮮な水産物の安定供給と消費流通の拡大を図るため、老朽化した留萌地方卸
売市場の改修に対し、事業経費の一部を補助します。

　新規漁業就業者支援事業 150万円
　新たに市内で漁業を営む方の経営の安定化を図るため、収入が安定しない初期の漁業
経営を支援します。

市政執行方針「３つの基本理念」

政執行方針「３つの基本理念」と第６次留萌
市総合計画「６つの基本政策」「市民に信頼
される行政運営」に基づき、主要施策をはじ
めとする各事業に取り組んでいます。

「みんなでつくる　まち・ひと・きぼう　次の時代へ続く留萌」基本テーマ

　誰もがいきいきと働ける元
気なまちを目指し、市民生活
の基盤である地域経済の活性
化に取り組みます。

市民の生活力の向上
　豊かな自然環境と地域特性
を最大限に生かしながら、活
力ある地域づくりの基盤を整
え、稼ぐ力を導き出します。

稼げる留萌への基盤づくり
　将来に向け、安心した暮ら
しの実現を目指すとともに、
子どもたちの夢を育んでいき
ます。

市 民 の 安 心 の 実 現

市民に信頼される行政運営

 ・左記の「６つの基本政策」
には含まれない市の仕事
に関わる事業など

第６次留萌市総合計画は、「６つの基本
政策」と「市民に信頼される行政運営（そ
の他の事務）」で構成されています。

新　規

新　規

　観光ブランド向上・販路拡大ＰＲ事業 611.1 万円
　留萌ブランドの知名度の向上や販路拡大、交流人口の拡
大を図るため、道内外の都市圏で留萌観光・特産品（かず
の子など）のＰＲ支援やトップセールスなどを実施します。

　西海岸集客力向上事業（西海岸集客力向上事業委託料） 243.6 万円
　ゴールデンビーチるもいなどの観光資源を生かした集客力の向上を図るため、オート
キャンプ受け入れ体制の構築やインバウンドをはじめとした周遊観光イベントを開催し
ます。

▲ 加工生産量日本一を誇る
　「留萌の塩かずの子」　

　客船寄港歓迎事業 25万円
　「にっぽん丸」の寄港に併せ、観光案内デスク（前寄港
地からの乗船）の実施をはじめ、歓迎セレモニーや物産展
などを開催します。

新　規

継　続

　農業振興事業補助金 483.3 万円
　昨年７月の豪雨災害に伴う水稲農家への経営支援として
少額復旧工事および水稲種子購入費用を支援するととも
に、水稲新品種候補の試験ほ場に対して助成します。

新　規

継　続

継　続

▲商品開発に取り組む留萌高校
　の生徒ら



広報るもい　2019（平成 31）年 ■４月号 45 広報るもい　2019（平成 31）年 ■４月号

防災・防犯基 本 政 策

「一人ひとりの安全意識の向上と地域のつながりの一層の強化」目 指 す 姿

環境・都市基盤基 本 政 策

「都市機能の効率的な集積と地域資源の利活用」目 指 す 姿

健康・福祉基 本 政 策

「市民の自発的な課題解決と安心した地域福祉・地域医療の充実」目 指 す 姿

市民に信頼される行政運営 （その他の事務）

　慢性腎臓病重症化予防対策事業 200万円
　特定健診などの結果に基づき、慢性腎臓病のリスク保持者の階層化を行い、支援が必
要な階層の対象者への受診勧奨や指導、支援を実施します。

　新生児聴覚検査費助成金 80.5 万円
　聴覚障害の早期発見と適切な療育へと導くための受診環境の構築を支援するため、新
生児聴覚検査の費用を助成します。

　乳幼児等医療扶助費（中学生までの医療費無償化分） 2,920万円
　乳幼児の入院・通院や小学生の入院に係る医療費の助成に加え、市独自の取り組みと
して助成対象を拡大し、中学生までの入院・通院に係る医療費を無償化します。

　自主防災活動支援事業 90.1 万円
　自主防災組織の設置・運営、防災訓練などの地域防災活動を助成するほか、沿岸部の
町内会などが自主的に管理している避難路の維持管理に必要な消耗品を支給します。

　橋梁長寿命化事業 7,000万円
　安全で安心な道路網を保全するため、橋梁長寿命化修繕計画に基づき、老朽化した橋
梁などの点検や補修を計画的かつ効率的に実施します。

　公園施設長寿命化事業 3,900万円
　公園施設の安全を確保するため、公園施設長寿命化計画
に基づき、神居岩公園をはじめとした公園遊具の修繕など
を計画的に実施します。

　クリーンステーション整備事業 208.7 万円
　老朽化に伴う腐食などによって強度が低下し、補修が困難な市内のクリーンステー
ションを計画的に更新します。

　若者によるマチづくり推進事業 150万円
　市内に暮らす若者たちがまちが抱えている課題を認識
し、若者の目線から見た新たな政策提案などができる場を
創出します。

　交流人口拡大推進事業 577.9 万円
　市民団体が主導して誘致活動を展開している音楽合宿事
業の支援をはじめ、スポーツ合宿の誘致や都市間および大
学生との交流推進による関係人口の創出などの市内の資源
や施設、地域力を活用しながら、交流人口のさらなる拡大
を目指します。

新　規

新　規

新　規

継　続

新　規

継　続

継　続

新　規

新　規

　留萌中学校整備事業 2,725.2 万円
　生徒たちが安全安心な学校生活を過ごせる教育環境の維持・向上を図るため、建築年
数が経過し、老朽化が進む校舎および屋内運動場の大規模改修に取り組みます。

　寺子屋・るもいっこ事業 165.4 万円
　「るもいの宝」である子どもたちが勉強や遊び、体験など通じ、故郷を愛するとともに、
自らが考えて行動し、将来の夢を育む拠点となる「地域の学び舎」を開設します。

新　規

教育・子育て基 本 政 策

「学校・家庭・地域が連携した教育と子育て環境の充実」目 指 す 姿

新　規

　港湾施設改修工事 5,390万円
　安全な離着岸および荷役作業の安全確保のため、道北地
域の物流拠点港としての役割を持つ「留萌港」港内の保安
設備を改修します。

新　規

　公共施設官民プロジェクト事業 43.2 万円
　新たな公共施設（市役所庁舎、社会教育施設）の建て替
えに向け、官民連携による協議の場を設け、施設設備に対
する検討・方策協議などに取り組みます。

新　規

　職員共用電気自動車譲り受け代金 1.1 万円
　市が率先して電気自動車を導入することによって市民への環境意識の向上を図るた
め、温室効果ガスの排出抑制の取り組みとして、公用車の更新時に職員共用の電気自動
車を導入します。

新　規

▲市内北西部に整備されてい
　る港湾施設「留萌港」　

▲昨年文化センターで行われ
　た音楽合宿事業

▲昨年スポーツセンターで行
　われたスポーツ合宿事業　

　はーとふる改修事業 2,070.2 万円
　施設の機能を維持するとともに、市民が利用しやすい環境を整えるため、老朽化が進
む保健福祉センターはーとふるのボイラー整備を更新します。

新　規
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2019（平成 31）年度 一般会計予算

2019（平成 31）年度の予算

▼ 2019（平成 31）年度の予算は、収支不足のため財政調整基金を取り崩して編成しています。
財政調整基金の取り崩しは３年連続となり、非常に厳しい財政運営が続いています。収支改善
のためには、市税などの財源確保の強化をはじめ、より一層の経費節減が急務となっています。

▼ 2019（平成 31）年度一般会計の予算は、幼児療育通園センター改築などが完了したものの、
港湾施設改修工事などを新たに計上しているため、前年度比 1,716 万円増の総額 131 億 6,098 万
円となりました。前年度比の予算額は、市長就任後の昨年６月の補正予算を組み込んだものです。

▼市の一般会計では、年度間の財源調整や
市債の返済、公共施設の整備などのための
財源として、13 種類の基金を設けていま
す。
　2019（平成 31）年度は、財政調整基金
から４億 3,752 万円を取り崩し、収支不

（※１）留萌市応援基金や芸術文化振興基金、スポーツ振興基金など

留萌市　政策調整課（※または財務課） 検　　索

2019（平成 31）年度の主要施策と予算の詳細については、市ホームページ（http://www.
e-rumoi.jp/）でご覧いただけます。「主要施策」に関することは市・政策調整課、「予算」に
関することは市・財務課の各ページをご覧ください。

◎

2019（平成 31）年度 会計別予算

収　　　　　　入 支　　　　　　出

主な基金の残高状況

区 分

一 般 会 計

合 計

国民健康保険事業会計

後期高齢者医療事業会計

介 護 保 険 事 業 会 計

港 湾 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

特
別
会
計

企
業
会
計

平成 31 年度予算額（前年度比）

131 億 6,098 万円

20 億 1,790 万円

3 億 6,609 万円

22 億 4,382 万円

1 億 7,943 万円

16 億 6,776 万円

10 億 6,562 万円

71 億 0,266 万円

278 億 0,426 万円

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

130 億 0,645 万円

ー

ー

ー

8 億 3,640 万円

77 億 7,805 万円

32 億 0,967 万円

53 億 5,022 万円

301 億 8,079 万円

市債残高（見込み額）

平成 31 年度末平成 30 年度末

平成 30 年度末残高（見込み額）

積み立て取り崩し 残　　　高

平成 31 年度末残高（見込み額）

12 億 2,038 万円

3 億 7,083 万円

8 億 4,824 万円

3 億 8,231 万円

28 億 2,176 万円

17 億 5,966 万円

3 億 7,079 万円

9 億 4,791 万円

3 億 7,735 万円

34 億 5,571 万円

平成 29 年度末
残　 　 　 　 高

区 分

合 計

財政調整基金

減 債 基 金

公 共 施 設
整 備 基 金

その他（※１）

1,716 万円

4,628 万円

 871 万円 

6,852 万円

689 万円

2 億 8,743 万円

 1,295 万円 

7 億 7,125 万円

11 億 1,285 万円

123 億 9,571 万円

ー

ー

ー

7 億 6,393 万円

76 億 6,776 万円

31 億 8,982 万円

56 億 7,402 万円

296 億 9,124 万円

積み立て取り崩し 残　　　高

1 億 0,947 万円

4 万円

13 万円

4,017 万円

1 億 4,981 万円

6 億 4,875 万円

ー

9,980 万円

3,521 万円

7 億 8,376 万円

7 億 8,302 万円

3 億 7,087 万円

7 億 5,316 万円

3 億 8,711 万円

22 億 9,416 万円

16 万円

4 万円

9 万円

3,878 万円

3,907 万円

4 億 3,752 万円

ー

9,517 万円

3,398 万円

5 億 6,667 万円

＋

－

＋

＋

－

＋

＋

＋

＋

【 収入の主な増減 】

①市　税（前年度比　　　　3,344 万円 増）

④市　債（前年度比　　2 億 5,830 万円 減）

⑤その他（前年度比　　1 億 9,475 万円 増）

　固定資産税や市町村たばこ税などの減額を見込
んでいるものの、平成 30年度決算を踏まえて市
民税などの増額を見込んでいます。

　前年度の大幅な借り入れの要因となっていた幼
児療育通園センターの改築が完了したことに伴
い、減額予算となりました。

　留萌市応援寄附金の増額を見込んでいるほか、
収支不足の補てんに伴う財政調整基金の繰り入れ
を増額しています。

【 支出の主な増減 】

③民生費（前年度比　　1 億 4,847 万円 減）

⑤土木費（前年度比　　1 億 7,988 万円 増）

⑥教育費（前年度比　　1 億 3,002 万円 増）

　前年度の大幅な増額の要因となっていた幼児療
育通園センターの改築が完了したことに伴い、減
額予算となりました。

　港湾施設の改修工事に係る事業費を新たに計上
したほか、除雪対策に係る事業費などを増額しま
した。

　留萌中学校整備に係る事業費を新たに計上した
ほか、教職員住宅の改築に係る事業費などを増額
しました。

②地方交付税等
55 億 2,000 万円

（ー１億 2,500 万円）

⑤その他 
　21 億 9,517 万円

　（＋ 1 億 9,475 万円）

※臨時財政対策債を含む

③国・道支出金
　25 億 0,765 万円

　（＋１億 7,227 万円）

①市　税
22 億 7,314 万円
（＋ 3,344 万円）

④市　債
6 億 6,500 万円

（－ 2 億 5,830 万円）

⑦特別会計などへの
繰出金

22 億 8,915 万円
（－ 974 万円）

⑧その他
13 億 7,412 万円
（－ 2,865 万円）

①人件費
16 億 9,904 万円
（－ 669 万円）

⑤土木費
15 億 0,398 万円

（＋ 1 億 7,988 万円）

⑥教育費
8 億 6,820 万円

（＋ 1 億 3,002 万円）

②公債費
16 億 0,803 万円
（ー 4,516 万円）

④衛生費 7 億 1,112 万円（－ 5,403 万円）

　　　　　　　131 億 6,098 万円総 額　　　　　　　　　　　（前年度比＋ 1,716 万円）

③民生費
31 億 0,734 万円

（－ 1 億4,847万円）

足を補てんします。これに伴い、財政調整
基金の残高は、平成 29 年度比９億 7,664
万円減の７億 8,302 万円となる見通しで
す。また、保健福祉センターはーとふるな
どの改修のための財源として、公共施設整
備基金から 9,517 万円を活用します。


